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（０）原子力発電の見通し・将来像

（１）原子力を長期的に活用していく上での大前提
①不断の安全性向上
②立地地域との共生
③国民各層とのコミュニケーション

（２）再稼働の加速・既存炉の最大限活用
①再稼働の加速
②運用高度化による安全性向上・設備利用率の維持・向上
③運転延長認可制度の着実な執行

（３）新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・設置

（４）核燃料サイクル・廃炉・最終処分のプロセス加速化
①核燃料サイクルの推進に向けた取組





◆基準地震動不正事件

・中部電で原子力土建部からの指示に基づき、委託先がデータを入
れ替えていた。原子力土建部は、施設の耐震設計を担当する部門に
も確認しながら不正を行っていた。

・中部電は調査が始まった後、これまでに計算した225件の代表波
のうち69件でデータを操作していた。データが不自然に見えないよ
う整える狙いがあったとみられる。

→「規則充足にとどまらない継続的な安全性向上」というが「規則充
足」すらできない状況 。監督官庁としての責任は？

→電気事業法に基づく運転延長認可制度の審査項目に「法令順守」
がある。







◆避難計画について

行動指針（案）は「原子力を長期的に活用していく上での大前提」と
して、「立地地域との共生」をあげ、その中で、「能登半島地震での経
験や今後想定される南海トラフ地震を踏まえた大規模な自然災害と原
子力災害との『複合災害』を想定しつつ、住民避難や屋内退避、避難
道路の整備など防災体制の充実に向けた取組に対する…支援」を行
うとしている。しかし、現状において、避難計画の実効性は確認されて
おらず、特に地震や津波、豪雪などとの複合災害において、避難がで
きない問題はなんら解決されていない。行動指針（案）には「災害に対
する地域住民の不安の声…の増大等も踏まえ…防災対策の一層の充
実・強化を図る」とあるが、住民の声を聞く場もなく、「大前提」にあげ
ている「国民各層とのコミュニケーション」も実施されていない。



◆避難計画について

避難計画・防災体制については抜本的な見直しが必要であり、住民の
リスクを回避するため、既設炉の稼働を一旦止め、住民の声を丁寧に
聞くところから行動すべきではないか。





◆「既設炉の最大限活用」により増大するリスクについて

行動指針（案）は、「原子力を長期的に活用していく上での大前提」とし
て、「不断の安全性向上」をあげている。他方で、「再稼働の加速・既設
炉の最大限活用」として、再稼働の促進と15ヶ月連続運転の導入や点
検作業の合理化等による設備利用率の向上、さらには運転延長認可
制度の確実な執行を行うとしている。

「再稼働の加速・既設炉の最大限活用」は「不断の安全性向上」に反し、
事故の危険性を高め、周辺住民に多大なリスクを負わせることになる
のではないか。





◆六ヶ所再処理工場について

行動指針（案）は、「核燃料サイクルの推進に向けた取組」として、「六ヶ
所再処理工場…の竣工を官民の総力で成し遂げる」としたうえで、「設
工認審査や、その後の使用前検査等を確実・効率的に進める」として
いる。六ヶ所再処理工場は、ガラス固化の工程で技術的な困難を抱え
ているが、事業者は、ガラス固化試験を再処理工場の竣工後に先送り
しようと動いている。ガラス固化ができなければ、リスクの高い高レベ
ル廃液が溜まることになる。また、アクティブ試験の際に、2008 年に
ガラス溶融炉が設置された区画（セル）などが放射能で汚染され、立入
ができない区画（レッドセル）が生じ、耐震安全工事やそのための点検
すらできない状況にある。こうした状況で六ヶ所再処理工場の竣工を
急がせることは、放射能放出の危険性を著しく高め、周辺住民に多大
なリスクを負わせることになるのではないか。





◆使用済燃料について

行動指針（案）は、「使用済燃料対策の推進」として、「中間貯蔵施設や、
原子力発電所の敷地内での乾式貯蔵施設について、リサイクル可能
な有用資源である使用済燃料である使用済燃料を一時的に貯蔵し、
原子力発電による電力の安定供給に貢献する、核燃料サイクル政策
上の重要施設との認識の下、地元理解を前提として建設・活用を促
進」とあるが、現実には、各地の原子炉の燃料貯蔵プールで行き場の
ない使用済燃料が溢れる状況を解消するために、どこにも行き場がな
く「核のごみ」と化した使用済燃料を、「リサイクル可能な有用資源」「一
時的に貯蔵」などと偽って地域に押し付けているだけである。使用済
燃料を地域に押し付けるのをやめ、これ以上増やさないよう行動すべ
きではないか。
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